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はじめに

○認定調査員研修の目的

本資料では、以下の２点を達成することを目的としている。

① 「認定調査員マニュアル」の内容を理解し、認定調査の概要
や、各認定調査項目の判断基準を理解する

② 事例を踏まえつつ、市町村審査会における審査判定を意識
した特記事項の記載方法を理解する
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○障害支援区分認定調査
障害支援区分の判定等のため、市町村の認定調査員が、申請のあっ
た本人及び保護者等と面接をし、３障害（身体・知的・精神障害）及び難
病等対象者共通の調査項目等について認定調査を行う。
併せてサービスの利用意向聴取を行うことも可能。

○概況調査
認定調査に併せて、本人及び家族等の状況や、現在のサービス内容
や家族からの介護状況等を調査する。
※なお、市町村審査会では、本人の一般的な生活状況等の把握や、サービス利用について意
見を付すために概況調査票を参照することはあるが、概況調査票の内容を理由として、障害
支援区分の審査判定（一次判定の修正や二次判定）を行うことはできない。 5

障害支援区分認定調査
市町村審査会
（二次判定）

市町村による
認定原案の作成

（一次判定）

①認定調査の選択状況
②医師意見書の一部項目を

用いて基準省令別表第2の
各条件式のいずれに該当
するかを判定

※判定ソフトにより自動で
判定

<STEP1>
一次判定の精査・確定
<STEP2>
①認定調査の特記事項
②医師意見書のうち判定式

で使用されない項目
③医師意見書の特記事項
を総合的に勘案し、該当す
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調査票の概要
○認定調査票
1. 移動や動作等に関連する項目（12項目）
2. 身の回りの世話や日常生活等に関連する項目（16項目）
3. 意思疎通等に関連する項目（６項目）
4. 行動障害に関連する項目（34項目）
5. 特別な医療に関連する項目（12項目）

○ 概況調査票
1. 調査実施者（記入者）
2. 調査対象者
3. 認定を受けている各種の障害等級等
4. 現在受けているサービスの状況（サービスの利用状況票）
5. 地域生活関連（外出の頻度、社会活動の参加状況、入所・入院歴等）
6. 就労関連（就労状況、就労経験及び就労希望の有無等）
7. 日中活動関連（活動の場所等）
8. 介護者（支援者）関連（介護者の有無やその健康状況等）
9. 居住関連（生活の場所や居住環境等）
10. その他
※なお、市町村審査会では、本人の一般的な生活状況等の把握や、サービス利用につい
て意見を付すために概況調査票を参照することはあるが、概況調査票の内容を理由とし
て、障害支援区分の審査判定（一次判定の修正や二次判定）を行うことはできない。

認定調査員
マニュアル
p.88～98
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調査票の概要

○ 概況調査票（イメージ）



8

１．移動や動作等に関連する項目（12項目）

１－１ 寝返り １－２ 起き上がり １－３ 座位保持 １－４ 移乗

１－５ 立ち上がり １－６ 両足での立位保持 １－７ 片足での立位保持 １－８ 歩行

１－９ 移動 １－１０ 衣服の着脱 １－１１ じょくそう １－１２ えん下

２．身の回りの世話や日常生活等に関連する項目（16項目）

２－１ 食事 ２－２ 口腔清潔 ２－３ 入浴 ２－４ 排尿

２－５ 排便 ２－６ 健康・栄養管理 ２－７ 薬の管理 ２－８ 金銭の管理

２－９ 電話等の利用 ２－１０ 日常の意思決定 ２－１１ 危機の認識 ２－１２ 調理

２－１３ 掃除 ２－１４ 洗濯 ２－１５ 買い物 ２－１６ 交通手段の利用

３．意思疎通等に関連する項目（６項目）

３－１ 視力 ３－２ 聴力 ３－３ コミュニケーション ３－４ 説明の理解

３－５ 読み書き ３－６ 感覚過敏・感覚鈍麻 ― ―

４．行動障害に関連する項目（34項目）

４－１ 被害的・拒否的 ４－２ 作話 ４－３ 感情が不安定 ４－４ 昼夜逆転 ４－５ 暴言暴行

４－６ 同じ話をする ４－７ 大声・奇声を出す ４－８ 支援の拒否 ４－９ 徘徊 ４－１０ 落ち着きがない

４－１１ 外出して戻れない ４－１２ １人で出たがる ４－１３ 収集癖 ４－１４ 物や衣類を壊す ４－１５ 不潔行為

４－１６ 異食行動 ４－１７ ひどい物忘れ ４－１８ こだわり ４－１９ 多動・行動停止 ４－２０ 不安定な行動

４－２１ 自らを傷つける行為 ４－２２ 他人を傷つける行為 ４－２３ 不適切な行為 ４－２４ 突発的な行動 ４－２５ 過食・反すう等

４－２６ そう鬱状態 ４－２７ 反復的行動 ４－２８ 対人面の不安緊張 ４－２９ 意欲が乏しい ４－３０ 話がまとまらない

４－３１ 集中力が続かない ４－３２ 自己の過大評価 ４－３３ 集団への不適応 ４－３４ 多飲水・過飲水 ―

５．特別な医療に関連する項目（12項目）

５－１ 点滴の管理 ５－２ 中心静脈栄養 ５－３ 透析 ５－４ ストーマの処置

５－５ 酸素療法 ５－６ レスピレーター ５－７ 気管切開の処置 ５－８ 疼痛の看護

５－９ 経管栄養 ５－１０ モニター測定 ５－１１ じょくそうの処置 ５－１２ カテーテル

障害支援区分の認定調査項目（80項目）



認定調査及び認定調査員の基本原則

＝認定調査を実施する者＝

○障害支援区分に係る認定調査については、市町村職

員又は市町村から委託を受けた指定一般相談支援事
業者の相談支援専門員等であって、都道府県が行う障
害支援区分認定調査員研修を修了した者（以下「認定
調査員」という）が実施する。

9

認定調査員
マニュアル

p.34



障害支援区分における認定調査の委託要件（参考）

10

障害支援区分

新
規
申
請

・市町村職員
・他市町村（遠隔地に居所がある場合）
・指定市町村事務受託法人
・市町村から障害者相談支援事業の委託を受けた指定一般相談支援事業所又は指定特定相
談支援事業所

上記委託事業者については、厚生労働大臣が定める研修を修了した者とする。

更
新
申
請

・市町村職員
・他市町村（遠隔地に居所がある場合）
・指定市町村事務受託法人
・市町村から障害者相談支援事業の委託を受けた指定一般相談支援事業所又は指定特定相
談支援事業所

・指定障害者支援施設等（※）
※障害支援区分の認定を受けている支給決定障害者等が引き続き当該指定障害者支援施設等を利用する場合のみ

上記委託事業者については、厚生労働大臣が定める研修を修了した者とする。

○認定調査については、市町村職員が行うこととしつつ、新規申請時の認定調査は、指定市町村事務受託法人及び一部の
相談支援事業所にも委託が可能。

（参照条文等）
・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律 第２０条
・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則 第９条
・地域生活支援事業等の実施について（H18.8.1 障発0801002）



認定調査及び認定調査員の基本原則

＝認定調査員に求められる知識や技術＝

○ ・認定調査員は保健、医療、福祉に関しての専門的な知
識を有している者が任命されることが望まれる。（認定調
査の内容から）

・認定調査は全国一律の方法によって、公平公正で客観
的かつ正確に行われる必要がある。（認定調査の結果
が障害支援区分の最も基本的な資料であることから）

・認定調査員は、調査対象者に必要とされる支援の度合
いを適正に評価し、必要に応じて、特記事項に調査対象
者に必要とされる支援の度合いを理解する上で必要な
情報をわかりやすく記載する必要がある。

11

認定調査員
マニュアル

p.34



認定調査及び認定調査員の基本原則

○認定調査は、原則１回で実施する。

このため、認定調査員は、認定調査の方法や選択基準等
を十分理解した上で、面接技術等の向上に努めなければ
ならない。

認定調査員は、自ら調査した結果について、市町村審査
会から要請があった場合には、再調査の実施や、照会に
対する回答、市町村審査会への出席、審査対象者の状況
等に関する意見等を求められることがある。

12

認定調査員
マニュアル

p.34



認定調査及び認定調査員の基本原則

＝守秘義務＝

○認定調査員は、過去にその職にあった者も含め、認定調
査に関連して知り得た個人の秘密に関して守秘義務が
ある。

このことは、市町村から認定調査の委託を受けた認定調
査員も同様である。

これに違反した場合は、公務員に課せられる罰則が適用さ
れることになる。ここでいう「公務員に課せられる罰則」とは、
地方公務員法では、１年以下の懲役又は３万円以下の罰
金に処すると規定されている。

（「地方公務員法」第 34 条第１項及び第 60 条第２号）
13

認定調査員
マニュアル

p.34



認定調査の実施及び留意点
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（１）調査実施全般

○原則：１名の調査対象者につき、１名の認定調査員が１回
で認定調査を終了すること。

【適切な認定調査が行えないと判断した時】

１回目の認定調査の際に、調査対象者が急病等によって
その状況が一時的に変化している場合等

その場では認定調査は行わず、状況が安定した後
再度調査日を設定し認定調査を行う。

認定調査員
マニュアル

p.34



認定調査の実施及び留意点

（１）調査実施全般 （続き）

○入院後間もない等、調査対象者の心身の状態が安定するまで
に相当期間を要すると思われ、障害福祉サービスの利用を見
込めない場合

必要に応じ、申請者に対して、「一旦申請を取り下げ、
状態が安定してから再度申請を行う」よう説明する。

○１回目の認定調査の際に、異なる認定調査員による再調査が
不可欠と判断した場合に限り、２回目の認定調査を行う。

なお、認定調査を２回行った場合でも認定調査票は一式のみと
し、主に調査を行った者を筆頭として調査実施者欄に記載する。

15

認定調査員
マニュアル

p.34



認定調査の実施及び留意点

（２）調査日時の調整

○認定調査員は、あらかじめ調査対象者や実際の介護者（支
援者）等と調査実施日時を調整した上で認定調査を実施する。

認定調査の依頼があった場合には出来るだけ早い時期に調
査を行い、調査終了後は速やかに所定の書類を作成する。

○家族等の支援者がいる在宅の調査対象者については、支援
者が不在の日は避けるようにする。

やむを得ず支援者不在で調査を行った場合

特記事項に記載する。

16

認定調査員
マニュアル
p.34～35



認定調査の実施及び留意点

（３）調査場所の調整

○認定調査員は、事前に調査対象者や支援者と調査実施場所を調整

した上で認定調査を実施する。

認定調査の実施場所については、原則として日頃の状況を把握でき

る場所とする。

○申請書に記載された住所は、必ずしも本人の生活の場とは限らず、

記載された住所に居住していない場合等があるため、事前の確認が

必要。

【病院や施設等で認定調査を実施する場合】

調査対象者の病室や居室等、通常過ごしている場所を確認し、

病院や施設等と調整した上でプライバシーに配慮して実施する。
17

認定調査員
マニュアル

p.35



認定調査の実施及び留意点

（４）調査時の携行物品

○認定調査員は、調査対象者を訪問する際には、身分を証する
物を携行し、訪問時に提示する。また、調査項目の「３-１視力」
を確認するための視力確認表を持参する。

18

【障害支援区分認定調査 調査員証（参考様式）】

障害支援区分認定調査調査員証

下記の者は障害支援区分認定調査員であることを証します。

氏名支援太郎

令和〇年○月△日
□□□□市長◇◇◇◇

認定調査員
マニュアル

p.35



認定調査の実施及び留意点

（５）調査実施上の留意点

○認定調査の実施にあたり、調査目的の説明を必ず行う。

○できるだけ、調査対象者本人、支援者双方から聞き取りを

行うように努める。必要に応じて、調査対象者、支援者か
ら個別に聞き取る時間を設けるように工夫する。

○独居者や施設入所者等についても、可能な限り家族や施

設職員等、調査対象者の日頃の状況を把握している者に
立ち会いを求め、できるだけ正確な調査を行うよう努める。

19

認定調査員
マニュアル

p.35



認定調査の実施及び留意点

（５）調査実施上の留意点 （続き）

○調査対象者の心身の状況については、個別性がある

ことから、例えば、視覚障害、聴覚障害等や疾病の特
性（スモンなど）等に配慮しつつ、判断基準に基づき調
査を行う。

○特別なコミュニケーション手段を用いなければ調査が

適切に行えない場合は、市町村の担当者と相談し、適
切な専門職員の同行を求める。

20

認定調査員
マニュアル

p.35



認定調査の実施及び留意点

（６）質問方法や順番等

○声の聞こえやすさなどに配慮して、調査場所を工夫す
る。

○調査対象者がリラックスして回答できるよう十分時間を
かける。

○優しく問いかけるなど、相手に緊張感を与えない。

○丁寧な言葉遣いや、聞き取りやすいように明瞭な発音
に心がけ、専門用語や略語を使用しない。

○調査項目の順番にこだわらず、調査対象者が答えや
すい質問の導入や方法を工夫する。

21

認定調査員
マニュアル

p.36



認定調査の実施及び留意点

（６）質問方法や順番等 (続き）

○会話だけでなく、手話や筆談、直接触れる等の方法も

必要に応じて用いる。しかし、この際に調査対象者や
支援者に不愉快な思いを抱かせないように留意する。

○調査対象者や支援者が適切な回答を行えるように、調

査項目の内容をわかりやすく説明するなど、質問の仕
方を工夫する。

22

認定調査員
マニュアル

p.36



認定調査の実施及び留意点

（６）質問方法や順番等 (続き）

○調査対象者の状況を実際に確認できるよう面接方法を
工夫するなどしても、認定調査に応じない場合

市町村の担当者に相談をする。

○調査対象者が正当な理由なしに、認定調査に応じない
場合

「申請却下」の処分となることがある。

23

認定調査員
マニュアル

p.36



認定調査の実施及び留意点

（７）調査項目の確認方法

○危険がないと考えられれば、調査対象者本人に実際に

行為を行ってもらう等、認定調査員が調査時に確認を行
う。

対象者のそばに位置し、安全に実施してもらえるよう配慮
する。
危険が伴うと考えられる場合は、決して無理に試みない。

○実際に行為を行ってもらえなかった場合

選択をした根拠について、具体的な内容を
「特記事項」に必ず記載する。
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認定調査員
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認定調査の実施及び留意点

（８）調査結果の確認

○認定調査の結果で不明な点や選択に迷う点がある時

調査対象者や支援者に再度確認する。

（調査内容の信頼性を確保するとともに、意思疎通が
うまくいかなかったための誤りを修正が可能。）

○「特記事項」の記入時の留意点

 認定調査項目と特記事項の記載内容に矛盾がないか。

 審査判定に必要な情報を簡潔明瞭に記載する。

25

認定調査員
マニュアル

p.36



認定調査の実施及び留意点

（８）調査結果の確認 （続き）

○調査の結果の事前確認

市町村審査会事務局職員は事前に認定調査の結果を
確認する。

明らかな誤りや不明な点が認められる場合

認定調査員に説明を求め、必要に応じて調査
結果の変更や特記事項の加除修正を行う。
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認定調査員
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認定調査と医師意見書との関係性

＝認定調査と医師意見書の結果の不一致＝

○認定調査項目と医師意見書の記載内容とでは選

択基準が異なるものもあるため、類似の設問で
あっても、両者の結果が一致しないこともあり得る。

○したがって、両者の単純な差異のみを理由に市町
村審査会で一次判定の修正が行われることはない。
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認定調査と医師意見書との関係性

＝認定調査項目の選択根拠＝

○認定調査項目の選択は、あくまで、後述の「Ⅲ認定調

査項目の判断基準」の各調査項目の定義等に基づい
た選択を行うことが必要となる。

○また、認定調査項目と医師意見書の選択根拠が異な

ることにより、申請者の状況を多角的に見ることが可

能になるという利点がある。
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障害支援区分の基本原則

障害の程度（重さ） ≠ 必要とされる支援の量

○例えば・・・

①障害が重度で、入浴できず
清拭のみ行っている場合

②障害が軽度で、自分で入浴で
きるが、行為が不十分なため、
全面的に支援者等がやり直し
ている場合

①も②も、支援の度合は「全面的な支援が必要」



○できたりできなかったりする場合は「できない状況」に基づき
判断する。

○慣れていない状況や初めての場所では「できない場合」を含め
て判断する。
※介護保険制度の要介護認定
→時間や状況によって、できたりできなかったりする場合は「より頻回に見られる状況」や
「日頃の状況」に基づいて判断する。

認定調査項目の判断基準の原則

31

○障害支援区分はどこに住んでも平等に公平にサービスを利用できる
ようにするための指標

• 支給決定の透明化、明確化のために導入された経緯

• 日常生活又は社会生活において障害者が受ける制限は、社会
の在り方との関係によって生ずるといういわゆる「社会モデル」

• 障害者支援の基本理念は自らの生き方、暮らし方を選択し、実
現できる「自己決定」「自己実現」



認定調査項目の評価内容
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身体介助
関係

１．支援が不要
２．見守り等の支援が必要
３．部分的な支援が必要
４．全面的な支援が必要

日常生活
関係

１．支援が不要
２．部分的な支援が必要
３．全面的な支援が必要

行動障害
関係

１．支援が不要
２．稀に支援が必要
３．月に１回以上の支援が必要
４．集に１回以上の支援が必要
５．ほぼ毎日（週に５日以上の）
支援が必要

見守りや声かけ等の
支援によって行為・行動
ができる場合も評価

普段過ごしている環境
ではなく「自宅・単身の
生活」を想定して評価

行動上の障害が生じない
ための支援や配慮、投薬
の頻度も含めて評価

○ 「障害支援区分」では、 「障害程度区分」から、関連する認定調査項目の選択肢を統一する
とともに、見守り等の支援も評価するなど、評価内容（評価範囲）の見直しを実施。



調査項目群ごとの評価ポイント

33

１．移動や動作等に関連する項目（12項目）

→支援が必要かどうか
≒できるかどうか、出来ない場合必要な支援はどの程度か

２．身の回りの世話や日常生活等に関連する項目（16項目）

→支援が必要かどうか
≒「一連の行為」ができるかどうか、出来ない場合必要な

支援はどの程度か

３．意思疎通等に関連する項目（６項目）

→見る・聞く・話す・理解することができるか（もしくは判断
できないか）

４．行動障害に関連する項目（34項目）

→支援が必要になる頻度

５．特別な医療に関連する項目（12項目）

→あるかないか。ただし、一部の項目は条件に注意



（問） 本人が支援を拒否するため、本来であれば行うべき支援が行えていない場合
は、「実際に行われている支援」ではなく、「本来行うべき支援」に基づく判断で
よいのか。

（答） お見込みのとおり。
ただし、日常生活の状況や、「本来行うべき支援」に関して本人や家族等から
聞き取った内容等を特記事項に記載するよう、留意する必要がある。

（問） 認定調査の留意点に「補装具等の福祉用具を使用している場合は、使用して
いる状況に基づき判断する」とあるが、日常生活においては、常に福祉用具を
使用しているため、何らかの支援がなくても自分で「調査項目に係る行為」が
できる場合は、「１．支援が不要」と判断するのか。

（答） 日常生活においては、常に使用可能な福祉用具であっても、日常生活とは異
なる環境（慣れていない状況や初めての場所等）では使用できない福祉用具
である場合など、「できない状況」がある場合には、その環境において必要とさ
れる支援の内容を確認することで、「選択肢２～４」のいずれかを選択するとと
もに、日常生活の状況等を特記事項に記載する。

認定調査項目の判断基準

34

Ｑ＆Ａ

認定調査項目

共通事項



認定調査項目の判断基準
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（問） 普段は何らかの支援がなくても自分で「調査項目に係る行為」ができるものの、
例えば、てんかん発作が生じた場合等は、調査対象者の「調査項目に係る行
為」が中止（中断）するとともに、その発作に対する介助等が行われることとな
る。

こういった場合、「調査項目に係る行為」は中止（中断）するものの、「調査項目
に係る行為」自体に支援は不要であることから、「１．支援が不要」と判断する
のか。

（答） 「調査項目に係る行為」について、何らかの支援が必要かどうかを確認すると
いう視点に誤りはないが、本事例においては、一律に「１．支援が不要」を選択
するのではなく、例えば、「調査項目に係る行為」の中で生じうる「転倒発作に
対する見守り等の支援」の必要性等についても確認するとともに、日常生活の
状況や、てんかん発作の症状やその頻度等を特記事項に記載するよう、留意
する必要がある。

Ｑ＆Ａ

認定調査項目

共通事項


